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【不定期発行】

★追加経済対策に伴う税制改正法案は６月１９日に成立
政府が提出した追加の総合経済対策に伴う税制改正法案は６月１９日に参議院で否決されました。その結

果、衆議院で同日３分の２以上の賛成により再可決され、法案が成立しました。
この税制改正法案の主な内容は次の通りです。

★平成２１年度税制改正トピックス②
平成２１年度税制改正では、土地売買促進のため、平成２１年～２２年中に取得した土地等については、

時限措置で２つの特例が新設されました。今回は、「土地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特例
（措法３７条の９の５）」について、ご案内します。

個人資産税のホットな情報をお届けします

（長掛栄一）

税金の
種類

項目 特例期間 内容 留意点

贈与税 住宅取得のた
めの贈与税の
時限的な軽減
（措法７０条
の２）

H21.1.1～
H22.12.31

直系尊属（父母、祖
父母）から居住用家屋
の取得に充てるための
金銭の贈与を受けた場
合には、５００万円ま
で贈与税を課さないも
のとする。
この特例は、暦年課

税又は相続時精算課税
の従来の非課税枠にあ
わせて適用可能とする

① 贈与者以外の項目の特例の適
用要件は、現行の住宅取得等
資金の贈与に係る相続時精算
課税の特例と同じ。

② 相続時精算課税制度とあわせ
てこの特例を利用した場合、
この特例の５００万円は、相
続税申告時の精算対象から除
外されます。

③ 金銭以外（例：当該不動産の
持分）の贈与は適用対象外

法人税 中小企業の交
際費課税の軽
減（措法６１
条の４）

H21.4.1 以
後に終了す
る事業年度

交際費等の損金不算入
制度について、資本金
１億円以下の法人に係
る定額控除限度額を４
００万円から６００万
円に引き上げる。

項目 内容

対象者 不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき業務を行う個人
（法人も同様の特例があります）

取得する資産
の条件

H21.1.1～H22.12.31までの間に国内にある土地等（棚卸資産を除く）を取得し、その取得
した日の属する年の翌年3月15日までに、その取得をした土地等（以下「先行取得土地
等」という）につき、この特例の適用に係るものである旨の届出書を納税地の所轄税務署
長に提出した場合

譲渡する資産
の条件

先行取得土地等を取得した日の属する年の12月31日後10年以内に、その個人の所有する他
の事業用土地を譲渡した場合

課税の繰延 上記譲渡土地に係る譲渡益からその譲渡益の100分の80（先行取得土地等を平成22年にの
み取得した場合には100分の60）に相当する金額を課税の繰り延べ。

取得価額
3,000万円

取得価額
7,000万円

土地Aの取得（事業用）

土地Bの取得（事業用）

平成21年 10年間

収入金額 8,000万円
取得価額 3,000万円
譲渡益 5,000万円

土地Aの譲渡
譲渡益のうち
5,000万円×0.8＝4,000万円を
課税繰り延べ

7,000万円－4,000万円＝3,000万円

土地A譲渡後の土地Bの取得価額

取得時期の制限なし

取得時の契約書等証明書類保管要


